
1．大卒初職の雇用格差とジェンダー
　1990 年代以降、大学卒業後に非典型雇用として働く女性が増加した。それまでは大学卒
業後は正規雇用に就くことが一般的と考えられてきたが、フリーターやアルバイトなどの非
正規雇用で働く若年男女が増加した（小杉 2002, 2003, 2010; 太郎丸 2006）。そして、大卒
でも女性は男性と比べて初職でも非正規雇用になりやすいことが明らかにされた 1）（小杉 
2010; 平沢 2010; 阪口 2018）。また、非正規雇用として働く場合と同じ感覚で自営業を選択
する若者もおり、非正規雇用や自営業などの非典型雇用の働き方が広がっている（阿部 
2006）。
　女性が非典型雇用になりやすい理由に関して、これまで性別役割分業に着目した議論が
多くなされてきた（大沢 1993; 伊田 1996; 上野 1990; 森田 1997）。性別役割分業とは夫
は稼得役割を、妻はケア役割を担うという夫婦内の分業である。日本型雇用慣行および日
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 The number of women studying at universities has increased; thus the 
educational gap between men and women has decreased. However, despite both 
genders achieving college degrees, women are more likely to land non-standard 
employment. Such a situation may be attributed to differences in the field of study 
chosen by men and women. In other words, women choose major courses that likely 
result in non-standard employment, whereas men choose those that likely result in 
standard employment. The study aims to examine this point. The results of binomial 
logistic regression analysis confirmed that women with a college degree become non-
standard employees at their first job when compared to men with college degrees. The 
results of the Karlson–Holm–Breen mediation analysis indicated that women more 
likely to become non-standard employees by selecting major courses that may lead to 
non-standard employment, such as humanities; further, men more likely become 
standard employees by selecting major courses that may lead to standard 
employment, such as social sciences and natural sciences. Additionally, the 
respondents’ gender affected their employment status. Moreover, the field of study 
mediated approximately 80% of the effect of gender on employment status.
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本型福祉のなかで、女性は家庭のケア役割を担うことが前提とされてきた。そのため、企
業は、女性とくに既婚女性をパートタイマーなど非典型雇用として積極的に採用した。
　しかしながら、性別役割分業の議論では男女の学歴の違いにはそれほど言及されない 2）。
とくに、学歴のなかでも専攻分野は男女の学歴の格差としてこれまであまり着目されてこ
なかった。しかし近年では女性の大学進学率が上昇し、男女の学歴の格差が縮小した。そ
れに伴い、専攻分野が学歴の格差を把握するうえでの重要な指標として高い関心が寄せら
れている（白川 2015, 2020; 山本・安井 2016; 豊永 2018; 山本 2019; 本田 2019）。女性
の大学進学率が上昇し、男女の学歴の違いとして専攻分野に着目がなされるようになった
ためである。とくに、豊永（2018）は専攻分野によって初職が異なるとし、大卒者のキャ
リアを明らかにするうえで専攻分野が重要な学歴であることを示した。また、山口

（2017）では、専門職での性別職域分離が男女間の賃金格差につながることを示し、入職
の前の段階である専攻分野に着目する重要性を指摘した。山口が着目したのは賃金である
が、賃金には雇用も関わることから重要な指摘であろう。
　それでは、専攻分野はどのように男女の雇用格差と関わるのだろうか。本研究では、大
卒男女の初職の雇用形態に着目し、専攻分野のもつ影響を明らかにする。

2．性別専攻分離とその後のキャリア
（1）人的資本・トラックとしての専攻分野
　ここで、専攻分野が雇用形態と関連するメカニズムを整理しておく。専攻分野が雇用形
態を含むキャリアや社会経済的地位に対して与える影響として、第 1 に「人的資本」

（human capital）に関わる議論がある（Kalmijin and Van der Lippe 1997; 山本・安井 
2016）。人的資本とは G. S. Becker（1974=1976）によって理論化された概念で、教育・
訓練により形成される技能や知識である。
　ただし、専攻分野は一般的な人的資本とは異なり、「分野特殊人的資本」として理解さ
れる（山本・安井 2016）。ミンサー型賃金関数への応用のように、一般的な人的資本の
議論では「レベル」（教育期間や訓練期間）に着目することが多い（川口 2011）。ただ、
Becker は人的資本には「レベル」と「種類の違い」があると想定しており 3）、専攻分野
は「種類の違い」と理解できる（Kalmijin and Van der Lippe 1997; 山本・安井 2016）。
　したがって大卒者の初職の人的資本は、教育期間ではなく専攻分野で差異化される

（Kalmijin and Van der Lippe 1997; 脇坂ほか 2011; 山本ほか 2015; 山本・安井 2016）。
オランダの調査データを用いた Kalmijin and Van der Lippe（1997）は、賃金と専攻分
野の関連について分析をおこなった。そして、経済的専攻、科学的専攻卒業者は賃金が高
く、文化的専攻、対人専攻卒業者は賃金が低いことを示した。日本では浦坂ほか（2011）
が、日本の大卒データを用いて文系と理系の賃金について分析をおこない、全体的な傾向
としては理系よりも文系の賃金が低いことを明らかにしている。このように、専攻分野に
よって賃金に違いがみられることがわかる。
　しかしながら、初職の雇用形態を分析する場合は入職時の制度面も無視できない。職業
に必要とされる技能や知識によって、採用方法が異なるためである。たとえば、厚生労働
省「職業情報提供サイト（日本版 O-NET）」には、就職時に必要とされる職業ごとのスキ
ル情報が整理され、職業により異なるスキルが求められていることがわかる（松原ほか 

50

大卒初職でみられる男女間の雇用格差―性別専攻分離に着目して―



2020）。そして、それぞれの職業に対応する採用制度や慣習がある（中島・堀 2017; 就職
みらい研究所 2018）。たとえば、個別的な専門性が高いスキルが必要な場合には教授推
薦がある。入職前に資格の取得が必須の職業もある 4）。
　そこで第 2 のメカニズムとして、専攻分野は特定の職業に就く「トラック」の一部と
して機能していることが浮かび上がる。ここで「トラック」を、ある選択に伴いその後の
進路選択がある程度規定されていく水路付けとする（中西 1998）。それぞれの職業には、
採用時に必要とされる技能や知識があり、そのひとつが専攻分野と考えられる。日本型雇
用慣行の事務職のように明確な技能や知識を要求しない場合もあろうが、医師のように専
攻分野が資格取得と職業に直結するものもあるだろう。
　専攻分野と職業の対応を明らかにした研究を紹介しよう。Van de Welfhorst（2001）
はオランダの調査データを用いて、学校で習得した専門性に対応する職業に就きやすいと
した。また、豊永（2018）は日本の大卒者の初職と職業との関連を調べた。そして、人
文系、社会科学系では事務職（大企業ホワイト・中小企業ホワイト）に就きやすく、理工
系、医療系、教育系では専門職に就きやすいというトラックを明らかにした。
　以上から本研究では、専攻分野がトラックとして機能する側面を重視し、議論を進
める。

（2）性別専攻分離と雇用格差
　それでは、専攻分野は男女の雇用格差にどう影響するのだろうか。この関心に対して、

「性別専攻分離」の存在が指摘されている（Charles and Bradley 2002）。性別専攻分離
とは、専攻分野における性別の偏りを指す。図 1 で、1995 年度と 2014 年度の日本の大
学生男女の専攻分野を確認しよう（内閣府 2015）5）。2014 年度の分布をみると、まず、
男女ともに「文系」が約半数を示すことがわかる。ただし、女子は人文科学、社会科学と
も選択しているのに対して、男子では社会科学が多い。また、「文系」以外の専攻分野で
男女の違いが顕著で、男子では「理学・工学・農学」などいわゆる「理系」が多いのに対
して、女子では「薬学・看護学」や「教育」など、他者の援助に関わる専攻分野が多い。
一般に、「女子は文系、男子は理系」というイメージがあるが、統計分布からは「女子は
人文科学、人を援助する専攻分野、男子は社会科学と自然科学」という性別専攻分離が確
認される。
　このような性別専攻分離が男女間の社会経済格差につながるという指摘がある。この視
点からなされた重要な文献として Kalmijin and Van der Lippe（1997）があり、性別と
賃金との関連を説明するうえで、専攻分野を媒介するモデルを提示する。そして、
Kalmijin and Van der Lippe はオランダのデータを用いて男女の賃金格差を分析し、女
性は賃金の低い職業につながる専攻分野を、男性は賃金の高い職業につながる専攻分野を
選択していることを明らかにした。Kalmijin and Van der Lippe は賃金を分析対象とし
ているのに対して、初職の雇用形態を分析対象とするならば図 2 の分析モデルを提案で
きる。すなわち、性別によって雇用形態が規定されると考えられてきたが（直接効果）、
その関係性は専攻分野を媒介したもの（間接効果）ではないかという分析モデルである。
　分析モデルに関係するいくつかの研究を紹介しよう。Smyth and Steinmetz（2008）
は、欧州諸国の調査から高等教育の専攻分野からジェンダー適合的な職業への就きやすさ
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を検討し、専攻分野を介して、性別によって社会経済的地位が異なることを指摘する。ま
た、ドイツ・スペインの調査データを用いた Reimer and Steinmetz （2009）は、女性が
低地位の職業に就くことに対して、やはり専攻分野の違いが重要な影響をもたらすことを
指摘する。日本では、髙松（2008）が 1995 年 SSM 調査を用いて、現職の雇用形態（無
職含む）に対して性別と専攻分野の影響を検討し、人文科学系で非正規雇用・無職になり
やすいことを示した。しかし、媒介効果の統計的な検討が不十分という課題がある。ま
た、調査データのケース数に限界がみられる。近年では大規模データの蓄積も進んでお
り、新しい調査データを用いて分析することが望ましい。
　以上より、図 2 の分析モデルが成り立つかを検討する。

仮説　性別専攻分離により男女の雇用格差が生じているⅠ−６−４図 専攻分野別に⾒た学⽣分布（⼤学（学部））の推移（男⼥別）
＜⼥子＞ （％）

1995年 2014年 1995年 2014年
人文科学 32.7 21.8 7.9 8.9
社会科学 26.0 25.4 47.0 38.4
自然科学 10.4 9.4 34.0 30.6
医学・⻭学・薬学・看護 7.5 16.0 4.1 8.7
教育 11.0 9.9 4.0 5.4
その他等 12.4 17.5 3.0 8.0

⼥子 男子

32.7

21.8

7.9

8.9

26.0

25.4

47.0

38.4

10.4

9.4

34.0

30.6

7.5

16.0

4.1

8.7

11.0

9.9

4.0

5.4

12.4

17.5

3.0

8.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1995年

2014年

1995年

2014年

女
子

男
子

人文科学 社会科学 自然科学 医学・歯学・薬学・看護等 教育 その他等

（注）男女別の大学学部の分布．『男女共同参画白書平成27年度版』より学部の分類を一部加工した．もとの学部の分類は「人文科

学」「社会科学」「理学」「工学」「農学」「医学・歯学」「薬学・看護」「教育」「その他等」である．また，もとの調査は文部科

学省「学校基本調査」である．『男女共同参画白書平成28年度版』以降，男女別の専攻分野が掲載されていないため，『男女共同参画

白書平成27年度版』を引用した．
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図1　性別と専攻分野 図2　分析モデル

3．方法
（1）データ
　本研究では、日本の全国調査 3 つを統合したデータを用いた。具体的には、2005 年に
実施された「社会階層と社会移動調査」（Social Stratification and Social Mobility: 
SSM2005）、2009 年に実施された「日本版総合的社会調査」（Japanese General Social 
Surveys: 2009JGSS-LCS）、2015 年に実施された「社会階層と社会移動調査」（Social 
Stratification and Social Mobility: SSM2015）を用いた。それぞれの調査の詳細は表 1
を確認されたい。
　これらの調査は、学歴と職歴の情報が豊富である。入学年、卒業中退年、学部名・学科
名の情報が得られる。また、入職年の情報もあり、卒業中退年との前後関係も明確であ
る。この豊富な情報を活かし、下記の条件をすべて満たす大卒者に限定した。
（1）18 歳または 19 歳で四年制大学へ進学した者。高校卒業の有無は問わない。
（2）大学を卒業した者。中退・在籍中は分析対象に含めない。在籍年数は問わない。
（3）大学入学後 3 年 ~7 年で就職した者。（2）の条件があるため、入学後 3 年で就職
した者も含めた。留学、留年、6 年制学部に対応するため、入学後 7 年までの就職を対象
とした。
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（2）変数
　従属変数には初職の雇用形態を用いた。雇用形態は、典型雇用を 1、非典型雇用を 0 と
するダミー変数とした。典型雇用には「常時雇用されている一般従業者」を含めた。非典
型雇用には、「パート・アルバイト」「派遣社員」「契約社員、嘱託」「臨時雇用」「経営
者、役員」「自営業主、自由業者」「家族従業者」「内職」を含めた。「経営、役員」は少数
であり、また現職の収入も必ずしも高いとはいえなかったため、初職に就いた年齢を加味
して「非典型雇用」に含めた。対象の期間で仕事をしたことがない人は除いた。
　注目する独立変数は、性別と専攻分野である。性別は、女性を 0、男性を 1 とする男性
ダミーとした。
　専攻分野は回答された学部名・学科名をもとに、「人文科学」、「社会科学」、「自然科
学」、「医学・看護」、「教育」、「その他」の 6 つに分類した。専攻分野の分類は研究によっ
て異なるが 6）、人文科学、社会科学、自然科学の分類は共通している。図 1 に示されるよ
うに、男子の場合はこの 3 つの分類で多数を把握できるが、女子の場合はそれ以外の専
攻が多い。女子に多い専攻分野を「その他」としてまとめず、技能や知識の類似性から

「医学・看護」、「教育」、「その他」を分類した。
　その他の変数の詳細は表 2 を確認されたい。

表1　使用した調査の概要
略称 調査方法

SSM2005 
2005年9月30日時点で満20～69歳の日本人男女個人を対象に､層化2段無作為抽出を

行った.2005年11月~2006年4月に実施された.標本数は13,031，回収数は5,742，回収

率は44.1％である.

JGSS2009-LCS
2008年12月31日時点で満28歳以上42歳以下の男女個人を対象に，層化二段無作為抽

出を行った．調査は2009年1~3月に実施された．標本数は6,000，回収数は2,727，回収

率は61.1％である．

SSM2015 2015年2015年1~7月に実施された．標本数は16,000，回収数は7,817，有効回収率は

50.1%である．

（注）回収数や回収率は調査全体のもので，本研究で用いたケースとは一致しない．
（注）回収数や回収率は調査全体のもので，本研究で用いたケースとは一致しない．
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（3）分析方法
　分析として、雇用形態を従属変数とする二項ロジスティック回帰をおこなう。まずコン
トロール変数と性別を投入し、女性が非典型雇用になる確率が高いことを確認する。その
うえで、専攻分野を投入し性別の効果が減少することを確認する。
　次に統計的に性別の減少が確認されるかを KHB 法を用いて確認する（Kohler, 
Karlson and Holm 2011）。重回帰分析の場合、媒介効果を測定する際に係数を比較して
もよい。しかし、ロジスティック回帰分析は従属変数が潜在変数であり、重回帰分析で媒
介効果を測定する方法とは異なる方法が必要である。ここで、独立変数に X と Z、従属
変数に Y のモデルを考える。Z が媒介変数である。KHB 法では Z を最小二乗法で X に回
帰させ、回帰式による予測値と Z の差である残差を用いてモデルを立てる。そして、媒
介変数を想定するモデルと想定しないモデルの係数の比較をおこなう。分析のソフトウェ
アには Stata/MP 14.0 を用いる（Kohler, Karlson and Holm 2011）。

4．分析
（1）記述統計
　表 3 は記述統計である。初職の雇用形態は、典型雇用が 86.6%、非典型雇用が 13.4%
である。性別は、女性が 35.0%、男性が 65.0% である。
　専攻分野ごとの男女の比率をみると、女性比率の多いものは、人文科学（73.1%）、そ
の他（73.9%）である。逆に女性比率の低いものは、自然科学（11.2%）、社会科学

表2　変数の説明

変数名 詳細

調査年 2005年，2009年，2015年

性別 女性を0，男性を1とする男性ダミーを作成した．

生年
生年（西暦）を用いた，JGSS2009-LCS調査には生まれた月がないため，年度としての作成はして
いない，

初職雇用形態

典型雇用を1，それ以外を0とする非典型雇用ダミーを作成した．
典型雇用には「常時雇用されている一般従業者」を含めた．非典型雇用には，「パート・アルバ
イト」「派遣社員」「契約社員，嘱託」「臨時雇用」「経営者，役員」「自営業主、自由業者」
「家族従業者」「内職」を含めた．「経営者、役員」は少数であり、また現職の収入も必ずしも
高いとはいえなかったため，初職に就いた年齢を加味して「非典型雇用」に含めた．対象の期間
で仕事をしたことがない人は除いた．

中3時成績
中学校3年のときの成績について，成績がよいと回答したほど高い得点となるように1~5点を割り

当てた．「わからない」については3点を割り当てた，

大学設置者 国立大学を1，それ以外を0とする国立大学ダミーを作成した．

専攻分野
専攻分野について詳細に尋ね，それらを「人文科学」「社会科学」「自然科学」「医学・看護」
「家政」「教育」「芸術・その他」に分けた．

人文科学 文学関係，史学関係，哲学関係など

社会科学 法学関係，経済学関係，社会学関係など

自然科学 農学関係，機械工学関係，数学関係など

医学・看護 医学部，歯学，薬学，看護学部など

教育 教育学，小学校課程，中学校課程など

その他 家政学，美術関係，音楽関係，その他（教養学・総合科学など）

大学卒業後の進学
大学卒業後，初職就職前に進学した学校（大学院，短大，専門学校，大学）がある場合を「進学
ありダミー」とした．

大学卒業後，大学院への
進学

大学卒業後，初職就職前に大学院に進学した場合「進学ありダミー」とした.
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（21.0%）である。自然科学や社会科学には女性が少なく、人文科学のほか、全体の割合
が少ない専攻分野に集中していることがわかる。

表3　記述統計
度数 パーセント 女性比率 非典型雇用率

初職雇用形態 非典型 389 13.4 48.3 100.0
典型 2,516 86.6 33.0 0.0

調査年 2005年 785 27.0 29.6 11.2
2009年 671 23.1 38.5 11.5
2015年 1,449 49.9 36.4 15.5

性別 女性 1,018 35.0 100.0 18.5
男性 1,887 65.0 0.0 10.7

大学の特徴 その他 2,253 77.6 36.0 13.9
国立大学 652 22.4 31.8 11.5

大学院進学 なし 2,764 95.1 35.7 13.4
あり 141 4.9 22.7 13.5

専攻分野 人文科学 442 15.2 73.1 20.1
社会科学 1,110 38.2 21.0 11.4
自然科学 741 25.5 11.2 7.4
医学・看護 125 4.3 56.8 8.0
教育 284 9.8 55.6 19.0
その他 203 7.0 73.9 27.1

合計 2,905 100.0 35.0 13.4
平均 偏差値

生年（西暦） 1990.8 38.81
中3時成績 3.9 0.93

　さらに、非典型雇用の比率も確認しておこう。非典型雇用率は、女性で 18.5%、男性で
10.7% であり、女性のほうが非典型雇用の割合が高い。専攻分野別の非典型雇用率は、人
文科学が 20.1%、社会科学が 11.4%、自然科学が 7.4%、医学・看護が 8.0%、教育が
19.0%、その他が 27.1% である。女性比率の低い社会科学系や自然科学系で非典型雇用率
が低い。ただし、女性比率の高い専攻分野で必ずしも非典型雇用率が高いとはいいきれな
い。人文科学や教育、その他で非典型雇用率が高く、医学・看護、家政では非典型雇用率
は低い。単純に、女性比率だけで非典型雇用率が決まるわけではない。

（2）初職の雇用形態に対する専攻分野の間接効果
　表 4 では、雇用形態を従属変数とする二項ロジスティック回帰分析をおこなった。モ
デル 1 ではコントロール変数を投入し、モデル 2 で性別を投入した。その結果、男性の
ほうが典型雇用になりやすく、女性のほうが非典型雇用になりやすいことが示された。
　次に、専攻分野の効果をモデル 3 で検討した。すると、性別の効果が有意ではなくなっ
た。また、人文科学を基準すると、社会科学、自然科学、医療・看護は有意にプラスの値
をとり、人文科学と比べて典型雇用になりやすい。一方、教育、その他では有意な差がみ
られなかった。
　さて、専攻分野の媒介効果を検討しよう。モデル 2 では有意であった性別の効果がモ
デル 3 では有意ではなくなり、専攻分野は性別の効果の 78.4%（(0.51-0.11)/0.51）を説明
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していた。この減少が統計的にも確認できるかを、表 5 の KHB 法で検討した。性別が雇
用形態に与える直接効果は有意ではなく、専攻分野を媒介した間接効果が有意である。性
別の効果は有意に専攻分野を媒介されたことを示している。
　以上から、大卒女性は男性と比べて非典型雇用になりやすい専攻分野を選択していると
いえる。

表4　初職の雇用形態を従属変数とする二項ロジスティック回帰分析

B S.E. B S.E. B S.E.
調査年 2009年 -2.53 ** 0.41 -2.16 ** 0.42 -2.26 ** 0.43
基準：2005 2015年 -3.01 ** 0.41 -2.63 ** 0.43 -2.72 ** 0.43
生年 -0.03 ** 0.00 -0.03 ** 0.00 -0.03 ** 0.00
中3時成績 0.04 0.06 0.08 0.06 0.07 0.06
大学の特徴 国立大学ダミー 0.16 0.15 0.14 0.15 0.17 0.17
大学院進学 ありダミー 0.10 0.26 0.00 0.27 -0.30 0.28
性別 男性ダミー 0.51 ** 0.11 0.11 0.13
専攻分野 社会科学 0.61 ** 0.17
基準：人文科学 自然科学 1.08 ** 0.21

医学・看護 1.11 ** 0.36
教育 -0.06 0.22
その他 -0.25 0.20

切片 66.37 ** 9.61 57.33 ** 9.90 59.53 ** 9.95
Pseudo R 2 0.028 0.037 0.061

0.784313725

------------------------------------------------------------------------------

（注）従属変数は，典型雇用を1，非典型雇用を0とする2値変数．N =2,905, **:p <0.01, *p <0.05, †:p <0.10。相
関係数から，多重共線性の問題となる高い相関がないことを確認した．

モデル1 モデル2 モデル3

（注） 従属変数は， 典型雇用を 1, 非典型雇用を 0 とする 2 値変数．N=2,905, **: p<0.01, *p<0.05, 
† : p<0.10．相関係数から， 多重共線性の問題となる高い相関がないことを確認した．

表5　性別が初職の雇用形態に与える効果の分解（KHB法）
B S.E.

Reduced 総効果
(注2) 0.53 ** 0.12

Full 直接効果 0.11 0.13
Diff 間接効果 0.42 ** 0.07
（注1）N=2,905, **:p <0.01, *p <0.05, †:p <0.10．
(注2)総効果は，残差により推定された近似値であり，表4の性別の係数
とは一致しない．

（注1） N=2,905, **: p<0.01, *p<0.05, † : p<0.10.
（注2） 総効果は，残差により推定された近似値であり，表 4 の性別の
係数とは一致しない .

5．議論
（1）ジェンダー・トラックとしての専攻分野
　本研究では、大卒初職の雇用形態に対する専攻分野の影響を性別の影響と比較した。専
攻分野を考慮しない場合は女性のほうが非典型雇用になりやすく、それは性別専攻分離の
ためということが示された。女性は、人文科学、その他といった非典型雇用の多い専攻分
野を選択し、男性は社会科学、自然科学といった典型雇用の多い専攻分野を選択して
いた。
　本研究の結果から、第 1 に、男女間の格差を是正するうえで、技能や知識の果たす役
割の大きさが明らかになった。このような関連は、高度な技能や知識の必要な仕事におい
て顕著に確認されることがある。たとえば、Morgan（2008）は、高度な専門性が求めら
れる場面（大学院卒）で、専攻分野が性別の影響を弱めると説明する。また、Petersen 
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and Saporta（2004）は、大企業上層部の専門化した職種に転職した男女では、昇進に差
がないことを示している。本研究の結果で性別よりも専攻分野が優先されたのは、大卒労
働市場という高度な技能や知識が求められる入職場面を扱ったためと考えられる 7）。
　雇用形態に対して性別ではなく専攻分野が影響をもつと明らかになったことには大きな
意義がある。これまで女性の社会経済的地位の不利について、性別役割分業が理由とされ
ることが多かった（大沢 1993; 伊田 1996; 上野 1990; 森田 1997）。そのため、女性の家
庭役割を減らすこと、同時に男性の家庭役割を増やすことが議論の焦点となってきた。し
かし、仕事の場面で必要とされる技能や知識の重要性については十分に議論されてこな
かった。本研究で専攻分野の影響が明らかになり、男女の雇用格差に対して技能・知識の
形成について議論することの重要性が示された。
　一方で、第 2 に、専攻分野が男女間の格差、また女性内の格差を形成するトラックとし
て機能していることが明らかになる。すなわち、専攻分野が「ジェンダー・トラック」の
一部となり、学校卒業後の男女のキャリアの格差の要因となる点も重要である。これに関
して、中西（1998）によるジェンダー・トラックの議論を紹介しよう。中西は、高校の
教育方針と女子学生の進路意向から「ジェンダー・トラック」の存在を明らかにした 8）。
この研究の重要な示唆は、ジェンダー・トラックは、男女間のキャリアの分化と、女子内
のキャリアの分化をもたらすことである。この視点に立てば、本研究の分析結果から、男
性が多く非典型雇用になりにくいトラック（社会科学、自然科学）、女性が多く非典型雇
用になりやすいトラック（人文科学、芸術・その他）、女性が多く非典型雇用になりにく
いトラック（医療・看護）が確認できる。専攻分野は、男女のキャリアの格差と、女性内
のキャリアの格差を生み出すトラックとなっている。
　第 1、第 2 の点をあわせると、専攻分野が性別の影響を縮小させる一方で、ジェン
ダー・トラックとしてジェンダー格差の要因として機能していることがわかる。専攻分野
はジェンダー格差に対して両義的な意味をもつといえる。

（2）教育機会の実質的な拡大に向けて
　専攻分野がジェンダー・トラックの一部としてジェンダー格差の要因となるならば、ど
のような選択がなされるのがよいのだろうか。Reimer and Stephanie（2009）は、女性
も高学歴になったけれども、それは間違った分野への進出だったのではと問う。結局のと
ころ、社会経済的地位が低くなりやすい専攻分野を女性が選択するようであれば、大卒者
が増え学歴が高くなっても男女間の経済格差が縮まらないかもしれない。
　そのため、第 1 には、男女の選択の差を是正することが重要となるだろう。とくに、
女子が自然科学を選択する割合が低い（白川 2020）。成績に差がないにもかかわらず、

「数学は男子が得意で女子は苦手」というジェンダー・ステレオタイプによって女子のほ
うが自然科学分野の選択が少ないと指摘される（伊佐・知念 2014; 古田 2016）。能力や
適性に応じた選択がなされておらず、学校、家族、そして学生自身のジェンダー・ステレ
オタイプによって実質的な選択肢が狭められている可能性がある。
　ただし実質的な選択肢を広めるうえで、「自由に任せる」という指導には注意が必要で
ある。本人に「自由」に選択させるということは、家庭や社会のジェンダー・ステレオタ
イプの影響を直接受けることを意味する。たとえば、Ayalon（2003）は、高校で数学が
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必修科目の場合には女性も理系分野の選択をおこないやすく、選択科目の場合には女性が
理系分野を選択しにくくなるという。必修科目とするほうが女子の選択を実質的に増やし
ている。「自由に任せる」という一見平等にみえる選択をせずに、ジェンダー・ステレオ
タイプから積極的に解放させる指導が必要である 9）。
　一方で、「就職がよい」という選択をしようとする結果、女性が多い専門分野に女性が
集中することについても議論が必要である。白川（2020）が懸念するように、女子が職
業重視で選択する専攻分野（たとえば看護）への選択を集中すると、かえってジェン
ダー・トラックの強化にもなる。男女の格差の是正につながる一方で、ジェンダー化され
た職業を再生産することにもなる 10）。
　以上のように、大学の学部選択は入学前になされることが多く、高校まで進路選択は慎
重になされるべきである。それに加えて、大学を卒業した後の教育機会の拡大も必要であ
ろう。大学の専攻分野の選択は大学入学前になされており、入職にあたりミスマッチが一
定割合で生じる。現在、日本では社会人教育は決して多くはないが（髙松 2018）、キャ
リアチェンジをするうえで社会人教育の拡大も必要であろう。

（3）今後の課題
　最後に、本研究の課題を述べる。本研究では専攻分野を 6 つに分類したが、専攻分野
によって取得される技能や知識、資格に関して詳細な検討はできていない。たとえば本田
編（2018）では文系卒業者を対象にしたデータを分析し、どのような専攻分野や教育経
験が役に立つか、といった研究がなされている。専攻分野と職業との対応や、技能や知識
の関連については今後さらなる検討が必要であろう。
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<注>
1） なお、女子は男子より「就職内定率」が高い年もある（厚生労働省 2021）。ここでいう就職内定率は、

就職希望者のうち就職した者の割合である。大学院進学率の男女の違いなど、就職希望者の割合がそも
そも男女で異なることに注意が必要である。

2） 性別役割分業の議論では主に既婚者（男女 ） を想定していることも理由のひとつであろう。
3） Becker（1975=1976）は、どの企業にも通用する一般人的資本と、その企業でのみ通用する企業特殊

人的資本があると想定した。
4） 専門職に就くには技能や知識の証明となる「資格」が求められることが多く（Collins 1979=1984）、

在学中に資格取得をする者もいる（佐野 2019）。ただし、事前に資格を必要とする程度は職業によって
異なる（山本・岡島 2021）。

5） 分析に用いる調査データの実施年と近い年度のものを紹介した。『男女共同参画白書平成 28 年度版』
以降、男女別の専攻分野が掲載されていないため、『男女共同参画白書平成 27 年度版』の図表データ
を引用した。
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6）  その他の研究では、たとえば豊永（2018）では「人文系専攻」「社会科学系専攻」「理工系専攻」「医療
系専攻」「その他専攻」と分類する。白川（2020）は、看護系学部と医学部のその後の地位達成の違い
を考慮し、「人文」「社会」「理工 / 医農」「看護 / 薬学」と分類する。

7） また、大卒初職が分析対象でほとんどの者が出産・育児・介護の時期になかったことも理由として挙げ
られるだろう。

8） 中西（1998）は、高校の教育方針が良妻賢母をよしとする場合には女子学生の専業主婦志向が高まり、
学校が働く女性をよしとする場合には女子学生の就業志向が高まるとする。

9） 青野編（2016）でも、「自由に任せる」という教育方針によってジェンダー規範が強化される例が紹介
されている。

10） 今回の分析結果では女性が多く非典型雇用になりにくいトラック（医療・看護）が確認できたが、女性
が多く非典型雇用になりやすいトラックについては、女性が多いゆえに低く評価されていることも考え
られる。その場合は評価自体を見直すことも必要となるだろう。
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